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開    会 

 

○林部会長 それでは、定刻となりましたので、ただいまから、電波監理審議

会有効利用評価部会の第３１回会合を開催いたします。本日も皆様、お忙しい

ところお集まりくださいまして、誠にありがとうございます。 

 本日の部会もウェブによる開催とさせていただきました。 

 本日の有効利用評価部会は、電波監理審議会委員の笹瀬会長と私、両名が出

席しておりますので、電波監理審議会令第３条に基づく定足数を満たしており

ます。 

 なお本日は、中野特別委員が、所用により１９時頃御退席されると伺ってお

ります。 

 

議    事 

 

（１）携帯電話及び全国ＢＷＡに係る有効利用評価方針の改定（案）に係る意

見募集の結果 

 

○林部会長 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいりま

す。 

 まず、議事（１）携帯電話及び全国ＢＷＡに係る有効利用評価方針の改定（案）

に係る意見募集の結果につきまして、事務局より御説明をお願いいたします。 

○宮良幹事 事務局でございます。 

 それでは、資料３１－１－１に基づきまして御説明申し上げます。 

 提出された意見につきましては９件、内訳といたしましては、法人６件、個
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人３件からの有効利用評価方針の改定案に対する意見がございました。表に提

出された意見と電波監理審議会の考え方（案）をまとめてございます。本日は、

御意見の内容等についてポイントを絞りながら、御説明させていただければと

思います。 

 まず、№１から４までは、全般的な御意見です。 

 この№１、ＮＴＴドコモからの御意見は、前段、中段、後段とございますが、

前段部分につきましては、社会課題への取組などについても、周波数の有効利

用として考慮いただくよう基準を検討いただきたいとの意見。中段は、開設計

画の満了後は、ニーズに応じて展開していくことがビジネス拡大につながると

考えるといたしまして、５Ｇ専用周波数、つまり、Ｓｕｂ６や２８GHz帯につい

ては、当面の間、総通局ごとはモニタリングの数値とし、全国合算のみで評価

するなど、事業者側の裁量等を確保していただくことを希望する旨。また後段

は、利用状況調査の簡素化に関する御意見です。 

 考え方（案）でございますが、前段部分につきましては、電波の有効利用に

係る基準等については、御指摘の点も含め適時適切に行ってまいる旨。中段は、

全国のみならず総通局ごとの電波の有効利用の程度に係る評価を行っていくこ

とが、地域におけるさらなる電波の有効利用の促進に資すると考えられること

から、原案のとおり、総通局ごとの評価も実施していく旨。また後段は調査へ

の御意見ですので、総務省において、今後の参考にしていただきたいと考える

としてございます。 

 ２ページ目、№２、ＫＤＤＩからの御意見は、新たな政府方針等に伴い、有

効利用評価方針の見直しを実施する場合には、事業者においてエリア展開計画

への見直しが必要になる場合があると想定されるが、計画策定から実際の基地

局設置までに時間を要するため、新たな評価基準等の適用については、十分な

期間を確保するなどの配慮をお願いしたいという御意見でございます。 
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 考え方（案）としましては、新たな評価方法及び基準を設ける場合には、い

ただいた御意見も参考にしつつ、適切に対応してまいりますとしております。 

 №３、ソフトバンク／ＷＣＰからの御意見は総論でございまして、前段は賛

同の御意見ですが、後段は、評価基準の見直しに当たっては、例えば①から④

の点を考慮することで、より実態に即した評価になると考えるとして、この観

点を踏まえ、各評価基準について意見を申し上げるとの意見で、本資料では、

この後、項目ごとに分けた形で、同社からの提出意見を掲載しております。 

 考え方（案）として、前段は賛同意見として承るとし、後段は、後述の№８

などの考え方を参照くださいとしてございます。 

 №４のＵＱからの御意見は、№２と同様な御意見ですので、割愛させていた

だきます。 

 №５のＫＤＤＩ、次のページ、３ページ目の№６のＵＱから御意見につきま

しては、いずれも利用状況調査の調査項目、粒度に関する御意見ですので、考

え方（案）は総務省において、今後の参考にしていただきたいとしてございま

す。 

 №７、ＫＤＤＩからの御意見です。３Ｇからのマイグレーション時、移行計

画に基づく評価を行うための評価案に対する御意見です。 

 まず考え方（案）に、提出意見にある評価方針の注釈２０の内容を記載して

ございますので、そちらを御覧いただければと思います。 

 ２行目の括弧書きでございますが、最も低い人口カバー率の評価の基準を超

えるために要する期間は、変更前の通信規格、つまり、３Ｇサービスを終了し

た時点から５年以内として評価を行うものとする。ただし、特段の事情がある

場合は、これを考慮するものとするとしています。 

 ＫＤＤＩの意見に戻りますが、ＫＤＤＩは他社に先行して、令和４年３月末

に３Ｇサービスを終了しているため、変更前の通信規格を終了した時点ではな
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く、評価方針改定年度の年度末から５年以内と読替えを希望するとの御意見で

す。 

 考え方（案）ですが、注釈では、ただし書で「特段の事情がある場合は考慮

する」としてございますので、案の後段部分でございますが、このただし書の

適用については、総務省からの電波の利用状況調査の結果報告に基づき、いた

だいた意見も参考としつつ、事業者ヒアリング等の必要な調査を行った上で、

検討を行ってまいりますとしております。 

 №８、ソフトバンク／ＷＣＰからの御意見です。ミリ波の基地局数について

は、改定案におきましては、相対評価として、例えば、周波数帯平均値の１１

０％以上はＳといった基準案としてございますが、この基準について、次のペ

ージですが、相対評価とせず、可能な限り合理的な基準により評価を行うこと

が望ましい。やむを得ず周波数帯平均値による評価を行う場合は、事業者の予

見性確保への配慮の観点から、当年度ではなく、前年度の周波数帯平均値を用

いることが望ましいとの御意見です。こちらに予見性の確保とございますが、

つまり当年度の場合は、実際に基地局の整備を行った結果としての基地局数に

よる各社間の比較になりますが、前年度の値からの評価基準とした場合、あら

かじめ次年度の評価の基準値が明らかになるので、予見が可能となるというこ

とと考えてございます。 

 考え方（案）といたしまして、前段の御意見について、スポット的に利用さ

れるミリ波帯の基地局数の評価は部会でも御議論いただきましたが、評価は何

万局以上といった基地局の数に係る絶対評価の適切な基準の設定は困難と考え

られるため、各社間の競争による基地局の整備促進も期待し、原案のとおりと

してございます。後段につきましても、前年度の周波数帯平均値から何％以上

であれば、Ｓ評価といった基準とした場合、進捗評価の前年度からの何局以上

といった評価も行っておりますので、考え方（案）に記載してございますが、
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この増分を考慮した適切な評価基準の設定は困難と考えられるため、原案のと

おりとしてございます。 

 №９、ソフトバンク／ＷＣＰからの御意見です。今回、改定は行っていない

面積カバー率に関する御意見ですが、前段は先の御意見と同様、相対評価とは

せず、可能な限り合理的な基準による評価を希望する意見。後段は、先ほどと

少し異なりますが、相対評価を行う場合は、電波特性の近い近接する周波数帯

と比較して突出して評価が高い値は、特別にＳＳ評価とするなど、別に扱う等

の措置も検討すべきといった御意見でございます。 

 考え方（案）いたしまして、前段は、面積カバー率は山地などの人が居住し

ていないエリアを含む指標でありますことから、例えば、人口カバー率におけ

る１００％がＳＳ評価といった絶対評価の適切な基準の設定は困難と考えられ

るため、各社間の競争による面積カバー率の拡大も期待し、原案のとおりとし

ております。後段については、基本的に同一周波数帯において、事業者間の実

績値に大きな差分が生じている場合は、実績値の低い事業者に一層の努力を求

めたいと考えますが、御意見の趣旨については、今後の参考にするとしてござ

います。 

 続いて、№１０から１３は、基盤展開率に関する御意見です。 

 №１０、ＫＤＤＩからは、基地局を別な場所へ移設しなければならない場合、

代替地の手配の相当の期間が必要なケースも想定される。したがって、基盤展

開率についてこのような状況の際には、Ｒ評価を希望するとの御意見です。 

 考え方（案）といたしましては、評価については、事業者ヒアリング等の必

要な調査を行った上で検討を行ってまいるとしてございます。 

 ５ページ目、№１１、ソフトバンク／ＷＣＰから、基盤展開率の評価基準に

ついて、基盤展開率は、人口カバー率と別の尺度で評価、「例えば」と記載がご

ざいますが、基準値ＳからＣを１５％ごとの等間隔とすることが、実態に即し
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た基準となると考えるとの御意見です。 

 考え方（案）といたしまして、人口カバー率と基盤展開率で異なる基準を設

けること。特に人口カバー率の基準値よりも相当程度低い基準値、これは括弧

書きですが、人口カバー率のＡ評価は９０％以上であるところ、御意見のとお

りとした場合は８０％以上となりますので、御意見のとおりの基準値を設定す

ることについて、相当の理由があるとまでは言えないと考えることから、原案

のとおりとしてございます。 

 №１２の楽天モバイルからの御意見は、下から３行目でございますけれども、

Ｓｕｂ６のエリアカバー率の評価基準は、適切なタイミングで人口カバー率の

みとすることが望ましいとの御意見です。 

 考え方（案）につきまして、こちらは先の３月に公表済みの評価結果におき

まして、将来的には、人口カバー率や面積カバー率に基づく評価を行っていく

ことが望ましいことから、適切なタイミングで評価基準を見直す方向で検討し

ていく旨の記載がございますので、その旨を記載しております。 

 続いて、№１３から１５までは、通信量に関する御意見です。 

 №１３、ＮＴＴドコモからは、スリープ制御によるネットワークの省電力化

等の取組も加味した評価となるよう、基準値について検討を希望するとの御意

見です。 

 考え方（案）といたしまして、前段は社会解決課題に関する取組は理解する

旨。後段は、通信量に係る評価の在り方については、いただいた御意見も踏ま

え、継続的に検討を行ってまいりますとしてございます。 

 №１４、ＫＤＤＩからは、後段のパラグラフですが、通信量の有効利用評価

は、各周波数区分による評価ではなく、全周波数合算により評価いただくほう

が、周波数の有効利用を評価する方法としては適切と考えるとの御意見です。 

 考え方（案）といたしまして、通信量に係る評価については、全周波数合算
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のみによる評価を行った場合、周波数帯ごとの通信量に係る電波の有効利用の

程度の評価を行うことが困難となることから原案のとおりとし、後段について

は、先の意見と同様、継続的に検討を行っていくとしてございます。 

 №１５、ソフトバンク／ＷＣＰからは、ＮＲ化、つまり５Ｇ化等に伴う前年

度からのトラヒック総量の減少は、評価の際にも配慮いただきたいとの御意見

です。 

 考え方（案）といたしまして、事業者ヒアリング等の必要な調査を行った上

で、検討を行ってまいるとしてございます。 

 №１６と１７は、技術導入状況の評価基準にＳＡを追加することに対する御

意見です。 

 №１６、ＮＴＴドコモからは、ニーズやサービスと連動し展開することが、

ビジネス拡大につながると考えることから、現時点ではモニタリング指標とし

ていただくことを希望するとの御意見です。 

 考え方（案）といたしましては、５Ｇの特徴を最大限発揮するには、ＳＡの

導入の進展が期待される旨。また、本改定案では、国内におけるＳＡ導入のさ

らなる促進のため、原案のとおりＳＡを技術導入状況の評価基準に加えること

とします、としてございます。なお書きにおきまして、実績に係る評価基準で

は、周波数帯ごとにＳＡを評価区域内の一部の都道府県において導入している

場合はＡ評価、全ての都道府県で導入している場合はＳ評価としており、ニー

ズ等に応じた周波数帯や、地域から順次ＳＡ展開を行っていくことを期待しま

すとしてございます。 

 №１７、楽天モバイルからは、５Ｇ ＳＡは、５ＧとＬＴＥとのキャリアアグ

リゲーションができないため、５ＧのＮＳＡに比べて、ユーザー体感が下がる

可能性があるなどから、ＳＡを評価基準とするべきではないとの御意見です。 

 考え方（案）は、前段は、先ほどの№１６と同じでございますが、後段のな
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お書きの部分については、通信品質に影響がない周波数帯や地域から、順次、

ＳＡ展開を行っていくことを期待しますとしてございます。 

 №１８、ソフトバンク／ＷＣＰからは、６GHz以下の周波数帯の総合的な実績

評価のＳからＣの基準は、人口カバー率または基盤展開率の評価を参照してご

ざいますが、トラヒック処理に適した周波数帯では、技術導入状況の評価結果

を反映することが適切と考えるとの御意見です。 

 考え方（案）といたしましては、６GHz以下の周波数帯の総合的な評価につい

ては、電波の有効利用の程度の評価として、エリアカバー率が重要との考え方

に基づき評価基準を設定しており、総合的な評価の在り方については、いただ

いた御意見も踏まえ適時適切に検討を行ってまいるとしてございます。 

 №１９、こちらも総合的な評価について、ミリ波は基地局数に加えて、技術

導入状況の評価結果を反映することが適切と考えるとの御意見です。 

 考え方（案）の前段は、ミリ波帯の総合的な評価については、電波の有効利

用の程度の評価として、基地局数が重要との考え方に基づき、基準を設定して

いる旨。後段は、先ほどと同様です。 

 №２０、ソフトバンク／ＷＣＰから、前段は、ミリ波の評価は６GHz以下の周

波数帯と電波特性等が異なることから、人口カバー率などのカバレッジ指標と

は別の観点による評価基準を検討する方向性が示されたものと理解していると

の御意見。後段は、真ん中下に記載がございますが、※１、ソリューションや

アプリケーションのメニュー数や、※２、メニューが利用可能となるメッシュ

数を組み合わせた評価を行うことなどが有益と考えるとの御意見です。 

 考え方（案）といたしまして、前段は御意見のとおりとし、後段は、今後の

事業者ヒアリングなどにおいて、ミリ波帯を活用したソリューションやアプリ

ケーションの利用実態、今後の展望等を把握した上で、ミリ波帯の評価の在り

方について適時適切に検討を行ってまいりますとしてございます。 
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 次の№２１からの個人の方からの御意見について、本日は説明を割愛させて

いただきたいと思いますが、最後、表の下に注書きがございます。こちらは、

事前に御意見の内容を御覧いただいたところですが、本改定案と無関係と判断

されるものが１件ございましたので、その旨の記載を行ってございます。 

 御説明は以上となります。御審議のほど、お願いいたします。 

○林部会長 どうも丁寧な御説明ありがとうございました。 

 ただいまの御説明に関しまして、御質問・御意見等を頂戴できればと存じま

す。いかがでございましょうか。 

 特にないようでございますので、もし、後ほどお気づきの点がございました

ら、また最後に御確認させていただきたいと思いますので、御意見なしという

ことで、おおむね事務局案のとおりで御賛同いただいたということにさせてい

ただければと思います。追加で修正等の御意見がございましたら、後ほどでも

構いませんし、あるいはメール等で後刻、事務局までお伝えいただければと思

います。 

 それでは、５月１７日開催予定の電波監理審議会において、当部会から有効

利用評価方針改定（案）の意見募集の結果について報告を行いたいと思います。

電波監理審議会への報告に当たりましては、最終的には大変恐れ入りますが、

部会長の私のほうに御一任を賜りたく存じますが、よろしゅうございましょう

か。 

 どうもありがとうございます。御異議なしということで、そのように進めさ

せていただきます。 

 続きまして、議事（２）に移りたいと思います。まず、総務省関係者より御

説明いただきたいと思いますので、事務局におかれましては、総務省関係者の

皆様に御入室の御連絡をお願いいたします。 

○宮良幹事 事務局でございます。承知いたしました。入室まで、しばらくお
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待ちいただけますようお願いいたします。 

 総務省関係者の入室を確認いたしましたので、林部会長におかれましては、

議事の再開をお願い申し上げます。 

○林部会長 承知いたしました。それでは、議事を再開いたします。 

 

（２）令和５年度電波の利用状況調査（各種無線システム・７１４MHz超の周波

数帯）の調査結果のうち①７１４MHz超１.４GHz以下、②１.４GHz超３.

４GHz以下、③３.４GHz超８.５GHz以下及び④８.５GHz超１３.２５GHz以

下に関する評価結果（案） 

 

○林部会長 次の議事（２）令和５年度電波の利用状況調査（各種無線システ

ム・７１４MHz超の周波数帯）の調査結果のうち７１４MHz超１.４GHz以下等の

４区分に関する評価結果（案）につきまして、評価結果（案）の議論に入りま

す前に、前回の部会において別途回答するということになっておりました事項

につきまして、電波政策課の伊藤補佐より御説明をお願いいたします。伊藤補

佐、よろしくお願いいたします。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、資料３１－２－１を用いまして、第３０回の部会でいただいた質

問に回答をさせていただきます。 

 ２ページ目を御覧ください。石山特別委員より、１.２GHz帯画像伝送用携帯

局につきまして、全国的には減少している一方、東海総合通信局のみ無線局は

増加している理由について、御質問をいただきました。 

 １.２GHz帯画像伝送用携帯局につきましては、調査票調査の対象ではなく、

免許人から理由は確認できておりません。アクションプランのとおり、令和９

年度までは新たな免許の取得は可能ですので、免許人の個別の事情により、期
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限までは無線局を増やす免許人もあると考えられます。 

 ただ、本システムに限らない一般論でございますが、例としまして、複数の

事業所に配備している無線局があり、業務の拡大で事業所を増やすために、社

内の設備共通化のために、使用期限があっても同型の無線局を配備する事例も

あります。また例えば、本システムはドローン等に搭載して使用されるもので

すが、これまで利用していた同型の機体を追加調達しますと、搭載されている

のは、１.２GHz帯の無線といったような事例も予想されると考えます。 

 参考情報でございますが、当該総合通信局で、今回、無線局を増やしたのは、

民間企業の３社となっております。 

 続いて、３ページ目を御覧ください。 

 若林特別委員より、９２０MHz帯の移動体識別は、構内無線局の免許局・登録

局、陸上移動局の免許局・登録局に分かれており、その違いについて御質問い

ただいたところでございます。この移動体識別ですが、各種の認証や物流管理

などで広く利用されている、ＩＣタグを読み取るための無線システムでござい

ます。このシステムを大きく、免許局と登録局に加えまして、特定小電力無線

局の３種に分類されております。また、免許局と登録局は、利用できる態様に

よって陸上移動局と構内無線局に分けられております。詳細については、記載

のとおりでございます。 

 御報告は以上となります。 

○林部会長 どうも御説明ありがとうございました。 

 これにつきましても、もし、追加の御質問・御意見等があれば承りたいと存

じます。特に御質問いただいた先生方におかれましては、もし何かございまし

たらお願いいたします。 

○石山特別委員 石山です。丁寧に御説明いただきまして、よく分かりました。

どうもありがとうございました。 
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○林部会長 ありがとうございます。 

○若林特別委員 若林です。今、ちょうど投影されているページについて、お

伺いできればと思います。免許局と登録局の違いとして、あるいは免許局以外

の違いとして、運用制限があるかないかという記載がありますが、ここでいう

運用制限というのは、具体的にどのようなものか、何か代表例がありましたら

お教えいただきたいです。よろしくお願いいたします。 

○伊藤補佐 御質問につきましては、このページ、メリット・デメリットの下

に凡例という記載があると思うのですが、その下のところに書いておりますが、

移動体識別登録局及び特定小電力無線局は、送信時間制限の装置ですとか、キ

ャリアセンスの備付けが必要な場合がある、これが運用制限の事例になるかと

思います。 

○若林特別委員 分かりました。細かいところに書いてありました。どうもあ

りがとうございました。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 ほかにはよろしゅうございますか。 

 それでは、伊藤補佐、どうもありがとうございました。 

 この後は、評価結果（案）に関する議論を行いますので、事務局におかれま

しては、総務省関係者の御退席の御対応をお願いいたします。 

○宮良幹事 事務局でございます。 

 それでは、総務省関係者の方は御退席をお願い申し上げます。構成員の皆様

は、今しばらくお待ちいただければと思います。 

 総務省関係者の退席が完了いたしましたので、御報告いたします。 

 林部会長におかれましては、議事の再開をお願い申し上げます。 

○林部会長 承知いたしました。それでは、議事を再開いたします。 

 議事（２）につきまして、事務局より御説明をお願いいたします。 
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○宮良幹事 事務局でございます。 

 それでは、評価結果（案）といたしまして、３１－２－２に基づきまして、

御説明申し上げます。 

 表紙をめくっていただきまして、目次でございます。上側、赤色の点線枠部

分につきましては、前回の部会で御議論いただきました、重点調査の評価結果

（案）の部分でございます。前回の部分で御指摘いただいた点がございますが、

現在、事務局にて変更案を検討中でございますので、大変恐れ入りますが、次

回部会におきまして変更案の御審議をお願いしたいと存じます。 

 本日は、下のほうの赤色の実線の枠でございますが、３－２、７１４MHz超の

調査結果に対する評価の各論といたしまして、１番目の区分から次のページの

４番目の４つの区分の評価結果（案）について、御審議をお願いしたいと存じ

ます。 

 このページにおきまして、まず、口頭で恐縮ですが、各区分に記載の内容及

び本日の御説明内容の大枠について御説明したいと存じます。各評価の区分に

おきまして、４つの区分共通で、（１）から（３）の項目を設けております。 

 （１）各評価事項に照らした分析におきましては、システムの利用状況の概

要のほか、有効利用方針に沿って免許人数や無線局数の増減の記載、また、周

波数再編アクションプランにおいて、移行や共用が求められているシステムは

その状況や制度化等の対応状況などを記載してございます。 

 本日は、この（１）につきましては、区分１にて詳細を御説明の上、残りの

区分につきましては、基本的には各区分のシステムの利用状況の概要を御説明

の上、（３）評価におきまして、前回の部会において総務省との質疑の内容等を

補足しながら御説明したいと存じます。 

 （２）評価にあたって考慮する事項は、社会的貢献性や運用継続性に関する

もので、調査結果を基に記載してございます。記載内容は、基本的に昨年度の
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評価結果と同様としてございますので、本日の説明は割愛させていただきたい

と思います。 

 （３）評価につきましては、それぞれ免許人や無線局数の増減の傾向を記載

しているほか、４区分の全般的には周波数の有効利用として、大きな課題とな

るような点はなかったかと考えておりまして、いずれの区分も総合的に勘案し

て、電波の有効利用は一定程度行われているといった内容としてございますが、

今後、さらなる電波の有効利用の促進の観点から、総務省側に求めたい取組を

区分ごとに記載してございますので、この（３）では、それぞれの区分ごとに

御説明したいと存じます。 

 ２４ページ目を御覧ください。１つ目の区分の７１４MHz超、１.４GHz以下で

ございます。本区分では、下の周波数短冊部分を御覧いただければと存じます

が、上側、ピンク色の携帯電話のほか、濃いピンク色のＭＣＡ、また黄色の斜

線部分はＲＦＩＤと記載してございますが、９２０MHz帯の移動体識別、先ほど、

担当課より説明のあった在庫管理などを行うＩＣタグを読み取る無線システム

などの陸上の移動通信システムで利用しているほか、また下の短冊におきまし

ては、赤色の部分、放送事業用のＦＰＵや、その下の赤色では、特定ラジオマ

イクや１.２GHz帯の画像伝送用などの移動通信システム、そのほか、黒色のア

マチュアや、水色部分は航空無線航行の世界的にも共通の周波数帯で利用され

ております、空港との距離などを航空機側に送るようなシステムで利用されて

います。 

 次のページでは、調査結果に基づく各システムの免許人数や無線局数を表で

掲載してございます。 

 次の２６ページ目から、（１）各評価事項に照らした分析を記載してございま

す。片仮名のアにおきましては、まず、①免許人数及び無線局数といたしまし

て、前回の令和３年度の調査からの増減を記載してございます。 
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 下の表に令和５年度の免許人数が多い上位５システムと、前回調査時からの

免許人数の増減数、これは絶対値でございますが、その絶対値が大きいシステ

ムを抽出した結果を示してございます。 

 次のページの黄色の網かけ部分に文章にて記載してございますが、前回調査

時から免許人数の増減につきましては、トータルで約６,２００者減少しており

ます。この主な要因としましては、９２０MHz帯の移動体識別が、約４００者増

加などした一方で、１.２GHz帯のアマチュア無線が、約６,６００者減少など、

減少していることなどによる旨を記載してございます。 

 また、無線局数につきましても同様に、増減を表でまとめてございます。表

の下側の黄色の網かけ部分ですが、前回調査時からといたしまして、本周波数

区分の無線局数は、約３,６００局減少しております。その主な要因は、９００

MHz帯の高度ＭＣＡの陸上移動局が、約４,８００局増加しているなどした一方

で、８００MHz帯のＭＣＡが約１万２,７００局減少しているといったようなと

ころを記載してございます。 

 次の２８ページ目、②無線局の行う無線通信の通信量につきましては、調査

結果に基づきまして、調査票調査を行ったシステムの年間の発射日数や、電波

の発射時間帯等を記載しておりますので、詳細は割愛させていただきます。２

９ページ目でございますが、片仮名のイの部分、こちらにおきましては、周波

数再編アクションプランにおいて、廃止や、周波数の共用・移行や、デジタル

化の対応が求められているシステムの調査結果や、前回部会における質疑の内

容を踏まえた状況を記載してございます。 

 本区分では、周波数の移行に係る２つの取組を記載しております。まず、①

８００MHz帯ＭＣＡの９００MHz帯高度ＭＣＡへの移行につきましては、次の網

かけ部分でございますが、アクションプランにおいて８００MHz帯ＭＣＡは、令

和１１年５月末をもってサービスを終了するとの発表があったことを踏まえ、
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９００MHz帯高度ＭＣＡ等への移行を促進するとの記載がございます。 

 その下の表につきましては、調査結果から８００MHz帯ＭＣＡと、９００MHz

帯高度化ＭＣＡの免許人と無線局の数を記載してございます。 

 その下の黄色の網かけ部分におきまして、まず１つ目は、免許人間の通信を

中継する陸上移動中継局については、前回の調査から８００MHz帯ＭＣＡは１局

減少となっている一方で、９００MHz帯の高度ＭＣＡにつきましては、５６局増

加しておりまして、高度ＭＣＡサービスエリアの拡大を行った状況がうかがえ

る旨。また、次の黄色の網かけでは、ユーザー側の陸上移動局は、局数の推移

を記載の上、９００MHz帯高度ＭＣＡ移行が行われている状況がうかがえるとし

てございます。 

 次の３０ページ目、２つ目の取組、②１.２GHz帯画像伝送用携帯局の２.４G

Hz帯ないしは５.７GHz帯等への移行につきましては、アクションプランにおき

まして、１.２GHz帯のこのシステムの新たな免許取得が可能な期限は令和９年

度までとし、２.４GHz帯、５.７GHz帯等への早期の移行を図るとされておりま

す。この点、分離表におきましては、このシステムのほか、２.４GHz帯と５.７

GHz帯の無人移動体画像伝送システムの免許人及び無線局の数を記載してござい

まして、その下の黄色の網かけ部分におきましては、１.２GHz帯は減少してい

る一方で、２.４GHz帯と５.７GHz帯のシステムが増加していること等から、移

行が進捗している状況がうかがえるとしてございます。 

 なお書きにおきましては、先ほど、担当課より回答がございましたが、当該

局は増加している点の総務省の回答についても記載してございます。 

 続いて、片仮名のウの部分につきましては、周波数再編アクションプランへ

の対応状況として、移行に関するものはイのとおりとしてございますが、その

ほかの制度化等の状況を記載しております。 

 黄色の網かけ部分でございますが、８００MHz帯ＭＣＡにつきましては、アク
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ションプランにおいて、移行により解放される周波数帯において、新たな無線

システムを早期に導入できるよう、移行期間中からの周波数共用による段階的

導入の可能性を含めて、令和５年度中に検討を開始するとされております。 

 次の３１ページ目の上から３行目辺りにございますが、新たな需要として、

三次元測位システム、データ伝送システムなどについて段階的な導入が可能か、

令和６年３月より情報通信審議会において、技術的条件の検討が始まっている

等の前回部会の質疑を記載の上、その下の黄色の網かけ部分におきまして、移

行期間中からの新たな無線システムの導入に向けた検討が進められているとし

てございます。 

 片仮名のオの部分につきましては、需要の動向といたしまして、先ほどの８

００MHz帯ＭＣＡの移行により解放される周波数における需要のほか、黄色の網

かけ部分では、非地上系ネットワーク、ＮＴＮの実現に向けて、ＨＡＰＳや衛

星ダイレクト通信に係るＩＴＵのＷＲＣにおける状況や、前回部会における総

務省への確認結果として、国内において衛星ダイレクト通信は、２GHz帯を対象

に検討が進められているとの内容を記載してございます。 

 ３２ページ、（３）評価を御覧ください。１パラグラフ目につきましては、本

周波数区分の利用状況、２パラグラフ目は、本区分の免許人数・無線局数の数、

３パラグラフ目では、免許人が減少傾向にあるとしまして、その主な要因を、

先ほどのアの部分の概要を記載してございます。４パラグラフ目は、同様に無

線局数の減少傾向にある要因等を記載してございます。一番下のパラグラフで

は、アクションプランにおいて移行が求められている２システムについて、い

ずれも移行が進捗している状況がうかがえる旨を記載しております。 

 次の３３ページ目につきまして、水色部分でございますが、こちら本周波数

区分は、免許人数及び無線局数はいずれも減少傾向にあるものの、ＭＣＡなど

の陸上の移動通信システムに多く利用されていること。また、前回調査以降、
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空間伝送ワイヤレス電力伝送システムや、９２０MHz帯広帯域通信システムの導

入が行われたこと等を総合的に勘案すると、電波の有効利用が一定程度行われ

ているとしてございます。 

 前回部会でも質疑がございました、現在、総務省において検討が進められて

いる部分は、この下の黄色の網かけ部分、さらなる電波の有効利用の促進に向

けて、今後、総務省においては以下の取組を実施していくことが適当であると

しまして、４点を挙げております。 

 １つ目につきましては、８００MHz帯ＭＣＡは、引き続き９００MHz帯高度Ｍ

ＣＡへの移行を促進すること。また、サービス終了に向け、ユーザーに対し丁

寧な周知広報に努めること等。 

 ２つ目につきましては、１.２GHz帯につきましては、引き続き早期の移行を

推進すること。 

 ３つ目につきましては、ＮＴＮ実現のため、衛星ダイレクト通信及びＨＡＰ

Ｓの導入に向けた検討を推進していくこととしてございます。 

 最後、４つ目につきましては、アマチュア全体の取組の観点でございますが、

これまでの議論を踏まえまして、国際的な電波の利用の動向、他の新たな電波

利用システムの需要や、アマチュア無線の対応等を踏まえ、将来的なアマチュ

ア無線全体の周波数割り当ての見直しや、さらなる共用の推進に向けた検討を

進めていくこととしてございます。 

 次の３４ページ目からは、２つ目の区分でございます。まず、この区分の概

要として、下側の短冊部分、を説明いたします。本周波数帯では、ピンク色の

携帯電話のほか、上側の短冊でピンク色の格子状のところにＰＨＳと記載して

ございますが、こちらは、令和５年１１月にサービスを終了した公衆ＰＨＳ、

下側の真ん中上辺りの赤斜線部分につきましては、広帯域移動無線アクセスシ

ステム、ＢＷＡといたしまして、全国ＢＷＡのほか、地域ＢＷＡ、自営等ＢＷ
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Ａの陸上系の移動無線通信システムとなっております。 

 また、特徴的なところといたしましては、上側、下側の両方にございますが、

オレンジ色の部分、移動衛星と記載してございます部分ですが、上側の１５０

０MHzですとか、１６００MHzあたりでは、インマルサットなどの海外衛星を利

用した、いわゆる衛星携帯電話や、船舶や航空機等の通信、また、下側の２５

００MHz、２６００MHzあたりのオレンジにつきましては、国内のＮ－ＳＴＡＲ

を利用した衛星携帯電話等で利用されております。 

 そのほか、下の短冊の左側の赤色の部分がございますが、２０００MHzと２２

００MHzの２つの枠で、ルーラル加入者無線がございます。こちらはアクション

プランにおいて、周波数の移行が求められているシステムで、後ほど御説明を

したいと思います。 

 また、その右側に記載のピンク色と水色・黄色が縦に並んでいる部分でござ

いますが、こちらはピンク色の携帯電話と緑色の放送事業用として、令和４年

５月よりダイナミック周波数共用を活用して、新たに携帯電話に割り当てられ

た２.３GHz帯でございます。 

 一番上側の灰色部分の各種レーダーの部分は、船舶用レーダーなどに利用さ

れているところでございます。 

 以降の記載は、区分１と同様に記載しておりますので、先ほどの移行が求め

られているルーラル加入者無線につきまして、４０ページ目を御覧ください。

ルーラル加入者無線につきましては、アクションプランにおきまして、ＶＨＦ

帯の加入者系デジタル無線システム、７１４MHz以下の帯域ですが、このシステ

ム等への移行を進め、令和１２年度に移行を完了させることを目指すとされて

おります。 

 調査票調査の結果、免許人２者ともに、いずれも移行、代替計画の計画等を

定めており、令和１２年度までにＶＨＦ帯への移行、または有線化等を検討す
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るとの回答でございましたので、「これらより」といたしまして、本システムは

代替方式へ移行する計画を定めていることが確認されたとしてございます。 

 ４２ページ目の（３）評価を御覧ください。評価の３つ目のパラグラフでご

ざいますが、本周波数区分の免許人は減少傾向にあることと、その要因、 

 ４パラグラフ目では、無線局数は増加傾向にあるという点と、その要因を記

載してございます。 

 ６パラグラフ目につきましては、アクションプランのルーラル加入者系無線

は、先ほどの説明のとおり、令和１２年度中までにＶＨＦ帯加入者無線等へ代

替する計画が確認されたとしてございます。 

 水色の網かけ部分でございますが、本周波数区分は、免許人は減少傾向にご

ざいますが、無線局数は増加傾向にございまして、地域ＢＷＡ等の陸上の移動

通信システムのほか、そのほか、国内のＮ－ＳＴＡＲや、海外のインマルサッ

ト等の地球局に多く利用されていること、前回の調査以降、公衆ＰＨＳサービ

スの終了に伴い、１.９GHz帯、コードレス電話の帯域拡張に係る制度整備が行

われ、また、２.３GHz帯において、ダイナミック周波数共用が開始されたこと

等を総合的に勘案すると、電波の有効利用が、一定程度行われているとしてご

ざいます。 

 さらなる電波の有効利用の促進に向けては、４点挙げております。１つ目、

ルーラル加入者系無線については、引き続き、早期の移行を推進すること。 

 ２つ目、Ｎ－ＳＴＡＲのシステムが利用する周波数帯におけるダイナミック

周波数共用につきましては、こちらは、前回の部会の質疑におきまして、Ｎ－

ＳＴＡＲの高度化システムは昨年１０月にサービスが開始され、現在、既存シ

ステムから高度化されたＮ－ＳＴＡＲへの移行が進められていて、共用は高度

化システムとの間で検討を行うことを想定するということでしたので、記載内

容といたしましては、Ｎ－ＳＴＡＲの高度化システムへの移行の状況を注視し
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つつ、適切な時期に具体的な検討を進めていくこととしております。 

 次のページ、３つ目のＢＷＡにつきましては、前回の部会の質疑におきまし

て、音声の利用は具体的なニーズを踏まえて検討していく方向ということでし

たので、具体的なニーズを調査の上、検討を進めるという点。また、ドローン

につきましては、昨年度技術試験の結果を踏まえて、今後、情報通信審議会に

おける議論を開始する予定ということでしたので、記載といたしましては、早

期に技術的条件等の検討を行うこととしてございます。 

 ４つ目は、区分１と同様、ＮＴＮの実現のための共用検討の推進でございま

す。 

 次の４４ページ目より、３つ目の区分でございます。こちらも周波数の短冊

を基に、現在利用しているシステムの概要でございますが、ピンク色の携帯電

話のほか、オレンジ色の斜線部分のＳｕｂ６のローカル５Ｇ、その上の緑色の

部分では、４.９GHzから５.０GHz帯の、５GHz帯無線アクセスシステム、下の短

冊におきましては、濃い緑色の無線ＬＡＮのほか、この帯域では灰色部分のＣ

バンドと呼ばれる気象レーダーや、また、オレンジの部分も衛星系のＣバンド

と呼ばれるシステム、そのほか本帯域につきましては、薄い緑色の固定値転換

のマイクロ回線、薄い黄色の放送事業用システムなどに利用されている状況で

ございます。 

 本区分につきましては、５８ページ目の（３）評価を御覧ください。評価の

３つ目のパラグラフでは、免許人は増加傾向にあること。 

 ４つ目のパラグラフ、次のページ、無線局数は増加傾向にあることといたし

まして、水色部分ですが、本周波数区分は免許人や無線局数は、いずれも増加

傾向にありとしまして、ローカル５Ｇなどの陸上の移動通信システムのほか、

固定間の通信、レーダーや衛星系の通信など、多種多様な無線局に利用されて

いること。前回の調査以降、６GHz帯の無線ＬＡＮの導入、５.２GHz帯、無線Ｌ
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ＡＮの自動車内利用を可能とする制度整備が行われたこと等を総合的に勘案す

ると、電波の有効利用が一定程度行われているとしてございます。 

 さらなる電波の有効利用の促進に向けては、４点挙げております。 

 １つ目は、５Ｇの割当てに向けた検討が進められている４.９から５.０GHzに

つきましては、前回の部会において、総務省において移行先候補は無線ＬＡＮ

や、固定マイクロ、ローカル５Ｇ等と、免許人のニーズに応じ類型化し、情報

提供しているとの状況の説明がございましたが、引き続き免許人に対し、移行

先候補の丁寧な周知・広報に努めること等を記載してございます。 

 ２つ目、気象レーダーの関係につきましては、こちらは無線ＬＡＮとの共用

検討が終了しており、総務省が策定したチャンネルプランに基づき、順次、設

備更改時に高機能気象レーダーへの移行を推進していくこと。 

 ３つ目、Ｖ２Ｘの導入が検討されている帯域につきましては、現在、既存シ

ステムとして固定系の映像ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬのＢバンドの免許人が使っ

ておりますので、自動運転に係る実証実験等の状況を踏まえつつ、引き続き周

波数移行先や、移行方策の検討を行っていくこととしてございます。 

 ４つ目、無線ＬＡＮの拡張帯域につきましては、こちらは既存の固定局が利

用する帯域においては、無線ＬＡＮ側にＡＦＣ機能の実装により、周波数共用

の可能性があるとしており、早期の技術的条件等の検討を行っていく等を記載

してございます。 

 最後の５つ目につきましては、今後、ＷＲＣ－２７において、ＩＭＴ特定に

向けた検討が実施される予定の周波数帯においては、諸外国における動向や具

体的な利用ニーズ、既存無線システムとの共用可能性等を踏まえ、適切な時期

にＷＲＣ－２７への対処方針について検討を推進していくこととしてございま

す。 

 ６０ページ目から、４つ目の最後の区分です。こちらも短冊を基に現状で利
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用されているシステムにつきましては、灰色部分がＸバンドと呼んでいるレー

ダー系のシステム。具体的には、速度測定のレーダーのほか、船舶用レーダー

や気象レーダーなどで利用されております。 

 黄色の部分は、放送事業用のシステムのほか、オレンジ色の部分は、こちら

は衛星系の非静止衛星コンステレーションの人工衛星から地上向けなどに利用

されているほか、紫色の部分は、ＢＳ、ＣＳ放送などに利用されております。 

 ６８ページ目の（３）評価を御覧ください。評価の部分の３つ目のパラグラ

フでございますが、免許人は増加傾向にありますが、無線局数は減少傾向にあ

る状況でございます。 

 水色網かけ部分、本周波数区分は、免許人は増加傾向、無線局数は減少傾向

にあるものの、Ｘバンドと呼称されるレーダーに多く利用されているとともに、

衛星系のダウンリンク回線などに利用されていること、前回の調査以降、９.７

GHz帯汎用型気象レーダーの周波数割り当てが行われたこと等を総合的に勘案す

ると、電波の有効利用は、一定程度は行われたとしてございます。 

 さらなる電波の有効利用の促進に向けては３点挙げておりまして、いずれも

前回の部会において、制度化に向けた取組が行われてございましたので、１つ

目、９.７GHz気象レーダーの高機能化に係る制度整備や、既に改定案の意見募

集が開始されているとの説明でしたので、引き続き、早期の制度化を推進する

こと。 

 ２つ目、Ｘバンドの沿岸監視用レーダーの高度化につきましては、情報通信

審議会において検討が開始されておりますので、その検討状況を踏まえつつ、

可能な限り早期の制度整備を検討していくこと。 

 ３つ目、ＢＳ放送につきましては、ひっ迫している右旋の効率的な利用に向

けた映像符号化方式の高度化に向けた検討が進められていることから、この検

討の取りまとめ結果を踏まえ、可能な限り早期の制度整備を検討していくこと
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としてございます。 

 以上でございます。 

○林部会長 どうも詳細な御説明をいただきましてありがとうございました。 

 ただいまの御説明に関しまして、御意見・御質問等がございましたら、お願

いしたいと思います。先ほど、中野特別委員は、７時５分頃に御退席というこ

とで承っておりますが、まだいらっしゃいますでしょうか。 

○中野特別委員 中野です。おりますが、ここまでのところでは特に質問はご

ざいませんので、この御説明で進めていただければと思います。 

○林部会長 承知しました。ありがとうございます。 

 それでは、先生方から御意見等を頂戴できればと存じます。 

○笹瀬代理 笹瀬です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 お願いいたします。 

○笹瀬代理 今、表示されている５９ページにつきまして、最後のパラグラフ、

ＷＲＣ－２７におきまして、この７.１２５GHzから８.４GHzのところに関して

は、ＩＭＴ特定に検討が実施される予定である旨が記載されていますが、この

前の文章のどこかに記載はありますでしょうか。 

○宮良幹事 恐れ入ります、ページ数の確認をさせていただければと思います。 

○笹瀬代理 ５９ページにまとめで書いてあるところで、一番下のパラグラフ

に関して、これが前の本文のどこかに書いてありますか。ざっと見て、見当た

らなかったのですが。 

○宮良幹事 ＷＲＣの観点につきましては、前のページを確認させていただい

ておりまして、少々お待ちくださいませ。恐れ入ります、御指摘の点につきま

しては、御指摘のように、本来ですと、５７ページ目にある、オの部分に記載

が必要かと思います。 

○笹瀬代理 本文を見ると、ＷＲＣ－２７についての記載がないようですので、
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本文にＷＲＣ－２７についての記載を入れたほうがよいと考えます。最後の５

９ページは、評価のまとめになりますので。 

○宮良幹事 承知いたしました。 

○笹瀬代理 ＷＲＣ－２３に関しては、本文と最後の評価のまとめのところに

いずれにも記載がありますので、ＷＲＣ－２７に関しても本文にも記載をした

ほうがよいという意見です。 

○宮良幹事 御指摘のとおりかと思います。 

項目オの新たな電波利用システムに関する需要の動向のほうに、前回部会の質

疑も踏まえて追記させていただきたいと思います。 

○笹瀬代理 よろしくお願いします。 

○宮良幹事 御指摘ありがとうございます。 

○笹瀬代理 以上です。 

○林部会長 ありがとうございます。その点、追記のほうをよろしくお願いい

たします。笹瀬先生、ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。委員の皆様に順番に聞いてまいります。 

 池永特別委員、いかがでございましょうか。 

○池永特別委員 池永です。私からは、特にコメント等はございません。御説

明いただいた内容で問題ないと思います。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 石山特別委員、いかがでございましょうか。 

○石山特別委員 御説明を伺いまして納得いたしました。特に質問はございま

せん。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 眞田特別委員、いかがでございましょうか。 

○眞田特別委員 御説明ありがとうございます。特に質問はございません。あ
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りがとうございます。 

○林部会長 承知しました。ありがとうございます。 

 中野特別委員は退出されたようですので、若林特別委員、いかがでございま

しょうか。 

○若林特別委員 おまとめいただき、そして御説明ありがとうございました。

私のほうからも、特に質問はございません。ありがとうございます。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 一通り先生方に御意見をお伺いしたところでは、事務局案のとおりで御賛同

いただいたところかと存じますので、これにて進めさせていただきたいと思い

ます。もし、追加で修正等の御意見がございましたら、事務局までメールをお

寄せいただければと思います。 

 評価結果（案）の全体は、次回の部会において取りまとめを行いたいと思い

ます。 

 それでは、次の議事に移りたいと思いますが、次の議事については、資料を

御説明いただいて、また、構成員の皆様からの御質問に答えていただくために、

総務省関係者の出席を求めております。事務局におかれましては、総務省関係

者の皆様に入室するよう御連絡をお願いいたします。 

○宮良幹事 事務局です。承知いたしました。入室まで、しばらくお待ちいた

だけますようお願いいたします。 

 総務省関係者の入室を確認いたしましたので、林部会長におかれましては改

めてとなりますが、議事の再開をお願い申し上げます。 

 

（３）令和５年度電波の利用状況調査（各種無線システム・７１４MHz超の周波

数帯）の調査結果のうち⑤１３.２５GHz超２３．６GHz以下、⑥２３.６

GHz超３６GHz以下、⑦３６GHz超及び各総合通信局の管轄区域ごとの調査
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結果 

 

○林部会長 それでは、議事を再開いたします。 

 議事（３）令和５年度電波の利用状況調査（各種無線システム・７１４MHz超

の周波数帯）の調査結果のうち１３.２５GHz超２３．６GHz以下等の３区分、及

び各総合通信局の管轄区域ごとの調査結果につきまして、これも電波政策課の

伊藤補佐より御説明のほうをお願いいたします。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料番号３１－３－２の別冊２、５９ページから御覧ください。

５つ目の区分からでございます。１３.２５GHz超２３.６GHz以下の周波数帯に

ついては、主に固定衛星業務、移動衛星業務、固定業務及び無線標定業務（レ

ーダー）などに用いられています。 

 また、この周波数帯では、前回、令和３年度調査以降、令和４年４月に高度

約１,２００ｋｍの軌道を利用する衛星コンステレーションによるＫｕ帯非静止

衛星通信システムを導入するための制度整備が行われています。なお、これに

先行する形で、令和３年８月に高度約５００ｋｍの軌道を利用するシステムに

係る制度整備が行われ、Ｓｔａｒｌｉｎｋのサービスが開始されております。 

 続きまして、６０ページを御覧ください。この区分で大半の割合を締める衛

星アップリンク（移動衛星を除く）Ｋｕバンドが約５０％増加していることか

ら、本周波数区分は増加傾向にございます。この衛星アップリンクの局数は、

約６,０００局の増ですが、同システムには衛星コンステレーションによるブロ

ードバンド衛星通信サービスが含まれておりまして、増加した無線局の約６割

が、同サービスの無線局でした。 

 続きまして、６１ページを御覧ください。下段のその他のポイントですが、

本周波数区分において、静止衛星を使用した移動体向けブロードバンド衛星通
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信であるＥＳＩＭは、主に船舶及び航空機での需要が見込まれており、周波数

の拡大が検討されているところでございます。 

 続きまして、６２ページを御覧ください。本周波数区分では、１０のシステ

ムを調査票調査の対象としております。下段ですが、調査結果のポイントに掲

載しました２システム、１８GHz帯公共用小容量固定、１８GHz帯電気通信業務

（エントランス）は、いずれもアクションプランにおいて、移動体向けブロー

ドバンド衛星通信システム、ＥＳＩＭの周波数拡張に向けて、周波数共用に係

る技術条件等について検討する方針が示されております。 

 １つ目の矢羽根、１８GHz帯公共用小容量固定は、令和３年度調査から１７局

増加。今後３年間で、免許人全体の約５％が無線局数は減少予定、約２％が、

全ての無線局を廃止予定と回答しています。 

 ２つ目の矢羽根ですが、１８GHz帯電気通信業務（エントランス）は、令和３

年度調査から２２５局減少。今後３年間で免許人全体の約４割が無線局数は減

少予定と回答しております。 

 ７３ページ目を御覧ください。６つ目の区分、２３.６GHz超３６GHz以下の周

波数帯は、固定衛星業務、固定業務、移動業務等に分配されています。前回の

調査以降、周波数割当ての大きな変更はありません。 

 ７４ページ目を御覧ください。この区分で大半の割合を占める重点調査で御

説明した２６GHz帯ＦＷＡが４７局減少している一方、ローカル５Ｇ基地局が１

４局増加し、それに伴いローカル５Ｇ陸上移動局が４２６局、相当大きく増加

しているなど、全体的な無線局数は増加傾向にございます。 

 続きまして、７５ページを御覧ください。上段２つ目の矢羽根ですが、先ほ

ど、周波数区分で御説明したＥＳＩＭアップリンクですが、１０８局の増加と

なっております。 

 下段、その他のポイントですが、ローカル５Ｇについては、令和５年８月に
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共同利用区域を自己土地相当とみなす共同利用の概念の導入や、免許手続きの

簡素化等の制度整備が実施されたところでございます。 

 ７６ページを御覧ください。本周波数区分では、３システムを調査票調査の

対象としております。下段に調査票調査結果のポイント、１つ目の矢羽根です

が、衛星アップリンク（ＥＳＩＭを除く）Ｋａバンドですが、アクションプラ

ンにおいて高度約６００ｋｍの軌道を利用するＫａ帯び非静止衛星通信システ

ムの導入に向け、既存無線システムとの周波数共用に係る技術的条件等につい

て、令和５年度をめどに検討を開始するとされております。無線局数は５０局

で、令和３年度調査からの変化はありません。今後の無線局の増減予定につい

ては、１割の免許人は増加予定、１割の免許人は、全ての無線局を廃止予定と

の回答でございます。 

 ２つ目の矢羽根、ローカル５Ｇ基地局を見ますと、アクションプランにおい

て、より柔軟な運用に向けて引き続き検討を行うとされており、無線局数は、

令和３年度調査から１４局増加、今後３年間で免許人全体の約４割が無線局数

は増加予定、約６％が無線局数は減少予定、約６％が全ての無線局を廃止予定

と回答しております。 

 ８０ページを御覧ください。３６GHz超の周波数帯は、移動業務、固定業務、

電波天文等に分配されております。前回の調査以降、周波数割当ての大きな変

更はございません。 

 続きまして、８１ページを御覧ください。この周波数区分の約３割を占める

８０GHz帯高速無線伝送システムは、大きく約７割増加。この周波数区分の２１.

６％を占める４０GHz帯駅ホーム画像伝送が約３割増加するなど、本周波数区分

は増加傾向にあります。 

 また、前回の部会でアマチュア無線は全体で減少傾向と御説明しましたが、

本周波数区分及び、１つ前の周波数区分に含まれるアマチュア無線は５システ
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ムありまして、２４GHz帯、４７GHz帯はいずれも減少、７７.７５GHz帯、１３

５GHz帯、２４９GHz帯については、１から２局増となっております。前回の部

会で、周波数の効率的な利用に向けて、アマチュア向けの周波数帯全体につい

ての御指摘をいただくとともに、アマチュア無線家は、我が国の通信技術の発

展をけん引してきたであろう、との御指摘をいただいたところですが、非常に

高い周波数帯である１３５GHz帯や２４９GHz帯では、その利用に係る技術的な

探究が特に行われていると思われるところです。アマチュア無線の周波数帯は

全体で２５ありまして、その状況は様々です。それぞれの周波数帯の状況等を

踏まえ、また、アマチュア局は多数の免許人で周波数を共用して、お互いに譲

り合いながら電波を使用するものであり、こうしたアマチュア無線の様態等も

踏まえて考えていく必要があると考えられます。 

 続きまして、８２ページの下段を御覧ください。本周波数区分においては、

今後、５Ｇ、ＨＡＰＳのフィーダリンク回線、ミリ波鉄道無線システム、セキ

ュリティ監視用レーダー、空港の滑走路面異物検知レーダー等、新たなシステ

ムの導入が検討されているところです。 

 ８３ページを御覧ください。本周波数区分では、４システムを調査票調査の

対象としております。 

 周波数ごとの説明は以上となります。 

 続きまして、資料番号３１－３－３別冊３を御覧ください。別冊３は調査結

果を、各総合通信局の地域別に見るというものです。おおむね、全国と同様の

傾向となっておりますが、細かく見ていくと、それぞれどのような差異がある

かという点について、御説明いたします。 

 それでは、２ページを御覧ください。北海道総合通信局管内の無線局数は、

全国の３.６％を占めておりまして、無線局数は前回調査から減少しております。

上段には、各周波数区分の無線局数の推移を、中段では、各周波数区分の無線
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局数について、前回、令和３年度調査からどのような変化があったのか、全国

の動きと並べて示しております。 

 まず、中段の推移を見ますと、７区分中３区分で全国の合計と異なる傾向結

果となっており、具体的には、全国では３.４GHz超８.５GHz以下は、前回調査

から約７％増加しているのに対し、北海道局では、約１０％の減少となってお

ります。同様に２３.６GHz超３６GHz以下、３６GHz超において、全国合計では

増加しておりますが、北海道局管内では減少しております。 

 続いて下段では、各電波利用システムの無線局数が、周波数区分を占める割

合について、全国と比べて５倍以上のシステムを掲載しており、北海道局管内

では６システムが対象となっております。一例としましては、インマルサット

システムは北海道局で６８局であり、所属する１.４GHz超３.４GHz以下の区分

の中で、０.９９％を占めています。この０.９９％という割合は、全国合計で

のインマルサットの割合、０.１６％から見ると、約６.２倍であり、北海道局

は割合として、比較的インマルサットシステムが多い地域であると考えられま

す。 

 ３ページ目を御覧ください。東北総合通信局の無線局数は、全国の３.２％を

占めておりまして、無線局数は前回調査から減少しております。 

 ４ページ目を御覧ください。関東総合通信局の無線局数は、全国の５０％を

占めておりまして、無線局数は前回調査から増加しております。 

 ５ページ目を御覧ください。信越総合通信局の無線局数は、全国の１.４％を

占めておりまして、無線局数は前回調査から減少しています。 

 ６ページ目を御覧ください。北陸総合通信局の無線局数は、全国の１.３％を

占めておりまして、無線局数は前回調査から減少しております。 

 ７ページ目を御覧ください。東海総合通信局の無線局数は、全国の６.１％を

占め、無線局数は前回調査から減少しております。 
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 ８ページ目を御覧ください。近畿総合通信局の無線局数は、全国の２０.９％

を占め、無線局数は前回調査から増加しています。 

 ９ページ目を御覧ください。中国総合通信局の無線局数は、全国の３.７％を

占め、無線局数は前回調査から減少しています。 

 １０ページ目を御覧ください。四国総合通信局の無線局数は、全国の２.８％

を占め、局数は前回調査から増加しています。 

 １１ページを御覧ください。九州総合通信局の無線局数は、全国の６.３％を

占め、局数は前回調査から増加しています。 

 最後、１２ページ目を御覧ください。沖縄総合通信事務所の無線局数は、全

国の０.７％を占め、無線局数は前回調査から減少しています。 

 １４ページ目を御覧ください。７１４MHz超の全国の無線局は、令和３年度調

査から約９万局増加しておりますが、各総合通信局で見ますと、３総合通信局

で増加し、８総合通信局等では減少しております。無線局数の推移を見ますと、

関東総合通信局が最も多く、全国の約５割を占めています。次いで近畿総合通

信局が、全国の約２割となっています。 

 １５ページ目を御覧ください。無線局数の推移で特徴的な点ですが、緑枠で

囲みました①７１４MHz超１.４GHz以下の無線局数は、全国合計で約４,０００

局減少していますが、関東総合通信局のみ約４,０００局、増加しております。

この理由ですが、区分で局数の多い８００MHz帯ＭＣＡや、１.２GHz帯アマチュ

ア無線が、関東総合通信局も含め大きく減少した一方、関東総合通信局では、

９００MHz帯高度ＭＣＡと９２０MHz帯の移動体識別が合計で約８,０００局増え

るなどした結果となります。 

 次に赤枠で囲いました②１.４GHz超３.４GHz以下の無線局数ですが、全国で

約９万局の増加となっていますが、これは、地域ＢＷＡが関東総合通信局で約

４万局の増加、近畿総合通信局で約５万局増加したことが影響しています。 
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 当方からの説明は以上となります。どうぞよろしくお願いいたします。 

○林部会長 伊藤補佐、今回も丁寧に御説明をいただきましてありがとうござ

います。 

 ただいまの御説明に関しましては３区分ございまして、かつ、各総合通信局

の調査結果もございますので、それぞれ区切って御質問・御意見等をいただけ

ればと存じます。 

 それでは、まず資料３１－３－２の５９ページ目からの１つ目の区分、１３.

２５GHz超、２３.６GHz以下につきまして、御質問・御意見等を頂戴できればと

存じます。いかがでしょうか。 

○池永特別委員 池永です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 池永特別委員、お願いします。 

○池永特別委員 御説明ありがとうございました。まず、私からは、５９ペー

ジの割当て状況の図の中で、２３GHz帯に衛星間通信という割当てがありますが、

これに関して、２点ほど質問させてください。 

 １つ目は、今、衛星間通信の部分に関しての利用状況が、どのようになって

いるかというのを教えていただきたいというのが、１点目です。利用状況とい

うのは、免許人数や局数がどのような状況なのかということです。 

 もう一点は、衛星間通信が用途ということであれば、地上への影響はないと

考えてよろしいのでしょうか。もしそうでしたら、地上と共用可能ではないか

と思われますが、そのような考え方でよろしいでしょうか。 

○田野周波数調整官 電波政策課の田野でございます。２点お答えいたします。 

 まず１点目ですが、国内で２３GHz帯衛星通信等を行っている無線局というも

のは、国内で免許がございません。国内でサービスが行われているイリジウム

衛星、こちらは外国の衛星になりますが、こちらが衛星間通信に使用しており

ます。 
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 また、２点目につきまして、地上への影響ですが、この衛星間通信は、一般

的には非静止衛星同士、非静止衛星と静止衛星、それから静止衛星同士といっ

た３つのパターンで衛星間の通信を行っています。衛星システムによって軌道

や機数が様々なので、一概には申し上げられませんが、衛星の位置関係によっ

ては、地上への影響、地上からの影響を考慮する必要がある場合もございます

ので、ケース・バイ・ケースで、地上系との共用の検討を実施しております。 

 回答は以上でございます。 

○池永特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

 そうすると、全く地上に影響がないというわけではなく、そこも考慮して共

用を検討しないといけないということで、よく分かりました。 

 それからもう一点ですが、１つ目の海外の利用者があるという件ですが、こ

れに関しては、国内側では何らかの、例えば登録や免許人の把握といったこと

は不要と考えてよろしいのですか。 

○田野周波数調整官 引き続き、田野からお答えいたします。 

 日本も含めてですが、衛星を打ち上げようとする場合は、衛星の打ち上げ前

に、ＩＴＵにおいて、衛星の打ち上げ計画というものを公表しまして、国同士

で事前調整というものを図っております。これによって、日本国内の地上系に

影響があるか、あるいは衛星系に影響があるかといったことを事前に検討した

上で、各国で免許をしているというような状況になります。 

 以上でございます。 

○池永特別委員 よく分かりました。ありがとうございます。 

○林部会長 ありがとうございました。 

 続きまして、ほかにいかがでしょうか。 

○笹瀬代理 笹瀬です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 笹瀬委員、お願いいたします。 



-35- 

○笹瀬代理 ５９ページの将来のＩＭＴ特定についてお伺いします。明記はさ

れていませんが、この図における１３.２５GHz超についての質問です。前回の

部会の区分のときの区分の３で７１２５MHzから８４００MHzの周波数帯が、Ｗ

ＲＣ－２７において、ＩＭＴ特定に向けた検討が行われる予定だとお伺いして、

それについてどう対応するのかに関しては、国内の利害関係者と調整しながら

意見集約を進めるという御回答をいただきました。今回、１４.８GHzから１５.

３５GHzの周波数帯がＷＲＣ－２７においてＩＭＴ特定に向けた検討帯域となっ

ていると思いますが、これに関して、この帯域についてもどのように検討を進

めていくのかについて、御意見をいただきたいのですがよろしいでしょうか。 

○田野周波数調整官 電波政策課の田野でございます。 

 御指摘をいただきました１４.８GHzから１５.３５GHzは、ＷＲＣ－２７にお

いてＩＭＴ特定の検討対象となっております。現在、この帯域は電気通信業務

用の中継、エントランス回線や１５GHz帯のヘリテレ画像伝送用として使用され

ています。本周波数帯におきましても、ほかのＩＭＴ特定が検討されている帯

域と同様に、既存無線システムや携帯電話の需要動向などを踏まえ、今後、情

報通信審議会において、国内の利害関係者を交えて、ＷＲＣ－２７への対処方

針について意見集約を図っていくものと考えています。 

 以上でございます。 

○笹瀬代理 どうもありがとうございました。 

 報告書にＷＲＣ－２７に関する記載を入れられる予定なのでしょうか。それ

とも、まだ検討帯域なので、報告書には入れない方針なのでしょうか。 

○田野周波数調整官 おっしゃっている報告書というのは、どの報告書になり

ますでしょうか。 

○笹瀬代理 この後に評価の取りまとめを私たちはしなければなりませんが、

あくまで評価というのは、現状に関して、周波数が有効利用されている、され
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ていないということだと思います。今後の動向に関して書く欄がありますので、

ＷＲＣ－２７に関しても記載する予定なのかという質問です。 

○宮良幹事 事務局、宮良でございます。 

 ただいま、評価結果（案）の記載について、御質問をいただいたかと思いま

す。 

○笹瀬代理 はい。 

○宮良幹事 御指摘の点につきまして、この区分（５）につきまして、ＷＲＣ

－２７に向けたものにつきましては、評価方針に基づくオの部分、新しい電波

利用の需要の動向の欄がございますので、こちらの欄に、ただいま御質問いた

だきましたＷＲＣ－２７に向けた検討状況を記載いたしまして、次回の部会で

御議論を頂戴できればと思ってございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○笹瀬代理 分かりました。どうもありがとうございます。 

 以上です。 

○林部会長 ありがとうございます。本評価結果（案）に、先ほどの検討状況

についての追記について、御検討いただければと思います。ありがとうござい

ます。 

 続きまして、御意見等を頂戴できればと思います。 

○眞田特別委員 眞田です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 眞田特別委員、お願いいたします。 

○眞田特別委員 ６２ページのＥＳＩＭの拡張に関係して、１８GHz帯の公共用

の小容量固定と１８GHz帯のエントランスの２つのシステムについて、下の星の

ところに、技術試験及びＩＴＵにおける検討の状況を踏まえて、既存無線シス

テムとの周波数共用に係る技術的条件等について、令和５年度を目途に検討を

開始するというふうに書かれていますが、この検討の状況は現在どのようにな
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っているのか教えていただけますでしょうか。 

○田野周波数調整官 電波政策課の田野でございます。 

 静止衛星を用いたＥＳＩＭにつきましては、令和３年度から令和４年度にか

けて技術試験事務を実施したしまして、御質問にありました１８GHz帯公共小容

量固定や、１８GHz帯電気通信業務用のエントランス回線を含む、既存無線シス

テムとの間で共用検討を実施しております。 

 また、昨年末に開催されました世界無線通信会議、ＷＲＣ－２３において、

非静止衛星を用いたＥＳＩＭへの周波数分配も決議されましたので、その動向

も踏まえて、可能な限り早期にＥＳＩＭの検討を開始できればと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○眞田特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○林部会長 眞田特別委員、ありがとうございました。 

 ほかにはよろしゅうございますか。もし、そのほか御意見等がございました

ら、いただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それではまた後ほど、ございましたらお聞かせいただくことにいたしまして、

続きまして、資料３１－３－２の７３ページ目からの２つ目の区分、２３.６G

Hz超３６GHz以下について、御意見等をお聞かせいただければと思います。いか

がでしょうか。 

○眞田特別委員 眞田です。引き続きで恐縮ですがよろしいでしょうか。 

○林部会長 よろしくお願いします。 

○眞田特別委員 ７３ページの上のところには、超広帯域無線システム［２］

が、自動車等の衝突防止システム用レーダーというふうに書かれていますが、

この無線システムというのはどういうようなシステムで、現在の使用状況や今

後の見通しというのはどういうふうになっておるのでしょうか。 
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○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 このシステムですが、超広帯域の周波数を利用することで、高精度な測位が

可能なＵＷＢを使用して、自動車の安全技術として車間距離の制御、衝突警告、

パーキングアシスト等を可能とするシステムでございます。 

 このシステムは、免許不要局になりますので、現状の正確な使用状況の把握

というのは、困難となっております。ただ、参考となりますが、日本自動車輸

入組合が公表している資料がございまして、ＵＷＢレーダーの新車の新規登録

車両台数は、令和３年１２月末時点で、累計で約３３万台となっております。

この公表情報によりますと、令和２年は約１,７００台の登録があったのに対し、

令和３年は約８０台となっておりまして、台数は大きく減ってきておりますこ

とから、今後、大きく増えることはないのではないかと予想しております。 

○眞田特別委員 なるほど。分かりました。ありがとうございます。 

○林部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○若林特別委員 質問よろしいでしょうか。 

○林部会長 若林特別委員、お願いします。 

○若林特別委員 よろしくお願いします。 

 私の質問は、資料の７６ページになります。ポイントの２つ目のローカル５

Ｇにつきまして、無線局数が増加していて、今後も３５％、最も多くのものが

増加予定とはなっているものの、現在、７３局になっており、それに対して免

許人数が３４者ですので、１者当たり約２局ということかと思います。そうし

ますと、まだまだ普及はこれからという感じもいたしますが、現在、まだ普及

がいま一つ進んでいないというふうに見てよいのであればその要因と、それか

ら現在どのような用途で利用されているかをお教えいただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 
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 まず、用途でございますけれども、調査票調査の結果によりますと、本シス

テムで何のサービスを提供しているかとの質問に対しまして、免許人の約４割

はインターネット接続サービス、約２割は工場での使用と回答しています。そ

のほかも約４割ありまして、その内容としては、デモ環境や研究開発などの回

答等が見られました。また、自由記述での回答を求めたサービスの具体例につ

きましては、約３割は無線サービス、主にインターネット接続サービスとの回

答でございました。なお、こちらの情報は調査票調査の結果の、本誌の第３章

の３－１９８ページの図表に掲載をしているところでございます。 

 ２点目、普及が進んでいない理由につきまして、Ｓｕｂ６のローカル５Ｇと

比較して普及が進んでいない理由となりますが、電波の特性を踏まえて、ミリ

波とＳｕｂ６のローカル５Ｇを比較すると、ミリ波のほうが広帯域を確保でき

ますが、カバーエリアが狭く、Ｓｕｂ６のほうが、カバーエリアが広い代わり

に、比較的帯域が狭いという特徴があります。現在は導入コストや無線ネット

ワークの設計の柔軟性等の観点から、Ｓｕｂ６のカバーエリアの広さのほうが

評価されているのではないかと思われます。ミリ波につきましては、広帯域と

いう特徴を生かしたユースケースや、カバーエリアを補完する方法について検

討が行われているという状況かと考えております。 

○若林特別委員 ありがとうございました。 

 ミリ波の特性ゆえということが、よく分かりました。どうもありがとうござ

いました。 

○林部会長 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

○池永特別委員 池永です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 お願いいたします。 

○池永特別委員 私からは、７６ページの調査票調査結果のポイントのさらに
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下の部分の参考の部分に、アクションプランに関する記載がありまます。そこ

で高度約６００ｋｍの軌道を利用するＫａ帯の非静止衛星通信システムの導入

に向けて、既存無線システムとの周波数共用に係る技術的条件等についてとい

うことで、令和５年度をめどに検討を開始するというふうに記載されています

が、これに関しては、現在どのようになっていますでしょうか。 

○田野周波数調整官 電波政策課の田野でございます。 

 御質問にありました、新たなＫａ帯非静止衛星通信システムにつきましては、

本年１月から情報通信審議会において検討を開始いたしました。現在、委員会

及び作業班において、技術的条件の検討が進められておりまして、本年夏頃の

取りまとめを想定していると伺っております。 

 以上でございます。 

○池永特別委員 分かりました。今、検討が進んでいるということで、よく分

かりました。ありがとうございました。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 そのほかに御意見等がございましたらいただきたいと思いますが、いかがで

しょうか。よろしゅうございましょうか。 

 それでは続きまして、資料３１－３－２の８０ページ目からの３つ目の区分、

３６GHz超につきましてはいかがでしょうか。 

○石山特別委員 石山です。お願いいたします。 

○林部会長 石山特別委員、お願いします。 

○石山特別委員 ８０GHzの高速無線伝送システムについて教えていただきたい

んですけれども、８１ページの資料を見せていただきますと、６５.５％増とい

うことで、非常に増加しているということが見て取ることができます。詳細資

料のほうを拝見させていただきますと、８０GHz帯の高速無線伝送システムは１

００％陸上移動局で使っておられるということですが、その陸上移動局は、ど
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ういった用途に使われている陸上移動局なのかということが質問の１つ目で、

２つ目は、これだけ増えていますが、今後、順調にさらに増えていくというふ

うに見込まれるのか、それともどこかで頭打ちになるのかというところをお伺

いしたいです。と申しますのも、この辺の周波数帯は、波長が雨の雨粒と同じ

ぐらいになるので、雨に弱いという欠点があるというふうに私は理解しており

ます。もちろん、技術的にそれを避けるものもいろいろございますが、そうい

った状況、そういった欠点がある中で、これだけ増えてきているというのは、

その欠点を補って余りあるメリットがあるからだろうと思いましたので、お伺

いする次第です。よろしくお願いいたします。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 まず１点目、何に利用されているかにつきまして、本システムは特に重点調

査の２６GHz帯ＦＷＡと同様に携帯電話基地局の臨時用のものを含めたエントラ

ンス回線に利用されているところです。令和５年度無線局数の９割、または令

和３年度から５年度に増加した無線局の約９割は、携帯電話事業者の無線局と

なっておりまして、推測となってしまいますが、その多くは携帯電話基地局の

エントランス回線に利用されているものと考えております。 

 今後の増減の見通しでございますけれども、調査時点以降の増加ペースは、

若干落ちているようですけれども、当面は増加が見込まれるものと考えており

ます。 

 最後、雨の問題ということですが、委員の御指摘のとおり、本システムの周

波数は８０GHz帯という高い周波数なので、２６GHz帯のＦＷＡと比較しても、

降雨減衰の影響は大きいですが、降雨減衰を加味した上で、通信可能な距離区

間を設定して運用していると考えております。 

○石山特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○林部会長 ありがとうございました。 
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 ほかにいかがでございましょうか。 

○池永特別委員 池永です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 お願いいたします。 

○池永特別委員 今の表示にあります８１ページと、それから次の８２ページ

でも記載があります、３６GHz超の実験試験局に関する質問です。これが１８０

局から４６２局ということで、非常に大きく増えていますが、３６GHz超のどの

辺りの範囲が増加しているか、また、非常に増えているのは、どのような用途

の利用が増えているかについて、情報が何かありましたら教えていただけます

でしょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 実験試験局の増加としましては、要因としまして、７６GHz帯を使用する実験

試験局が大きく局数を増やしてございます。この周波数帯でございますけれど

も、車載レーダーの用途で使用されているところとなります。 

 以上でございます。 

○池永特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

 これは、実験試験局ということですので、基本的には期間を限定して使われ

るというふうに考えてよろしいですか。 

○伊藤補佐 はい。無線の実験のために開局されているものとなります。 

○池永特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでございましょう。 

○笹瀬代理 笹瀬です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 笹瀬委員、お願いします。 

○笹瀬代理 ８２ページのその他のポイントに記載のあるところのＨＡＰＳに

ついてお伺いします。８２ページの真ん中に、今後５Ｇ、それからＨＡＰＳの
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フィーダリンク等に使うと書いてありますが、この枠の下の米印の２つ目に、

アクションプランにおいて、ＨＡＰＳは３８GHzから３９.５GHz帯を利用した固

定通信システムの研究開発を進めると書いてあります。この帯域は、ＨＡＰＳ

だけではなくて５Ｇの割当て周波数にもなっています。質問は、５ＧとＨＡＰ

Ｓは共用が可能なのでしょうか。それとも、あくまでＨＡＰＳはフィーダリン

クとして使うので、同じ周波数をうまく切り分けて使うという理解でよろしい

でしょうか。 

○田野周波数調整官 電波政策課の田野でございます。 

 ３８GHzから３９.５GHzを含む４０GHzですが、昨年度まで総務省において、

ＨＡＰＳの研究開発を実施しておりました。また昨年度、令和５年度よりＨＡ

ＰＳ、それから５Ｇ、それぞれの導入に向けた技術試験事務を開始しておりま

す。この技術試験事務の検討の中では、これまで５ＧとＨＡＰＳの地上局との

間で、一定の離隔距離が必要だということが議論されております。本年度以降、

詳細な検討を進めていく予定でございます。 

 以上でございます。 

○林部会長 笹瀬委員、どうぞお願いします。 

○笹瀬代理 そうすると離隔をうまく保って、５ＧとＨＡＰＳはうまく共用す

るという理解でよろしいでしょうか。 

○田野周波数調整官 この離隔距離がまだ若干定まっておりませんので、実際

に共用できるかどうかということには、もう少し判断のために検討が必要だと

考えております。 

○笹瀬代理 分かりました。どうもありがとうございます。 

○林部会長 ありがとうございました。 

 ほかにはよろしゅうございましょうか。 

 特にないようでございますので、それでは最後に３１－３－３の各総通局の
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調査結果につきまして、もし御意見等がございましたらお願いしたいと思いま

すが、いかがでしょうか。 

○池永特別委員 池永です。よろしいでしょうか。 

○林部会長 池永特別委員、お願いします。 

○池永特別委員 １４ページ、１５ページで、関東の局数が多い件についてで

すが、これに関しても、基本的に登録されている総通局が関東ということで、

実際に利用されているエリアが関東に集中しているということではないという

理解で間違いないでしょうか。 

○伊藤補佐 御理解のとおりとなります。 

○池永特別委員 どこで実際に電波が発信されているかを追いかけることは、

実際にはしていないのでしょうか。 

○伊藤補佐 できていないところがありまして、中長期的な課題というふうに

認識しています。 

○池永特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、活発な御議論をいただきましてありがとうございます。もし追加

で御意見等がございましたら、後刻、事務局までメールにてお送りいただけれ

ばと存じます。 

 それでは、本件報告につきましては終了したいと思います。伊藤補佐、どう

もありがとうございました。 

 本件の３区分及び各総通局の調査結果につきましては、本日の御議論を踏ま

えまして、次回の部会において評価結果（案）の検討を行いたいと思いますの

で、事務局のほうで御準備のほうをお願いいたします。 

○宮良幹事 事務局でございますが、承知いたしました。次回までに準備した



-45- 

いと存じます。 

 以上でございます。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 

閉    会 

 

○林部会長 本日の議事は以上となりますが、先生方、言い残しの点は特によ

ろしいでしょうか。 

 それでは、最後に事務局から事務連絡等をお願いいたします。 

○宮良幹事 事務局でございます。２点御連絡申し上げます。 

 １点目、林部会長から御案内がございました、例えば、議題（１）の有効利

用評価方針の改定案の意見募集の結果に関する追加で修正の御意見があった場

合、また、議題（２）の評価結果案に関する追加の修正等の御意見、また、先

ほどの議題（３）の３区分及び各総通局の調査結果に関して、追加の御質問等

がございましたら、こちらにつきましては、短期間で恐縮ですが、５月１３日

月曜日をめどに事務局宛にメールを頂戴できますと、大変幸いでございます。 

 ２つ目でございますが、次回の部会につきましては、５月２４日金曜日１３

時からを予定してございます。 

 事務局からは、以上でございます。 

○林部会長 ありがとうございます。 

 次回の部会は、５月２４日金曜日の１３時からでございますので、御予定い

ただけますと幸いです。 

 それでは、本日の有効利用評価部会をこれにて閉会したいと存じます。本日

もどうもありがとうございました。 

 


